
要配慮者や避難行動要支援者を支援する取り組みを進める必要があります

近年の大規模災害では犠牲者の多くを高齢者や障がい者が占めています

福祉避難所の協定締結を進めています

　一般の指定避難所やご自宅での避難生活が困難な要配慮者が、心身の状態に応じた設備や資
材が整った施設に避難できるよう、福祉施設等との「福祉避難所」協定の締結を進めています。
　令和６年３月１日現在、４６施設（高齢者施設３６施設　障がい者施設１０施設）と協定を締結
しています。

要配慮者利用施設における避難確保計画作成と訓練実施を支援しています

　避難確保計画は、浸水や土砂災害が発生するおそれがあるとき、高齢者施設等の要配慮者利
用施設の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定める計画です。
　本市では、要配慮者施設の計画作成や避難訓練実施について助言等の支援を行っています。

要配慮者が防災情報を取得しやすい環境づくりを進めています

　要配慮者の中には、気象警報や避難情報
など命に関わる防災情報を適切に入手する
ことが難しい方がいます。本市では、それ
ぞれの要配慮者がご自身に合った方法で情
報を取得できるよう様々な情報発信ツール
を整備しています。

【問い合わせ先】多治見市役所 企画防災課 防災グループ　〒507-8703 多治見市日ノ出町２丁目 15 番地
　　　　　　　 電話 0572-22-1111（内線 1414、1417）FAX  0572-24-0621

　地域には、高齢者、障がい者、妊婦、
乳幼児、外国人など、災害発生時、
特に配慮が必要な人たちがいます。
この方たちを「要配慮者」といいます。
その中でも、自力で避難することが
難しく、迅速な避難をするために支
援を要する方たちを「避難行動要支
援者」といいます。
　これらの方の被害を減らすため、
地域での支援体制づくりが必要です。

● 避難行動要支援者 ● 要配慮者

避難行動要支援者

　屋外スピーカーからの音声が
聞き取りづらい地域にお住まい
の方、高齢者世帯や視覚に障害
をお持ちの方でスマートフォン等
の携帯端末から情報を得にくい
方は設置をご検討ください。

戸別受信機の購入費用を補助しています

多治見市の災害時要配慮者
支援の取組み

更衣や授乳などプライ
バシーへの配慮はもち
ろん、妊娠中や産後間
もない女性は健康面に
も気を配りましょう。

女性・妊婦
子どもたちが自由に遊
ぶ場所・時間を確保し
てあげましょう。子ど
もがストレスをため込
まないよう、安全な遊
び場を確保するなど、
心身の健康
に配慮しま
しょう。

乳幼児・子ども
車椅子の場合、階段は
必ず３人以上で援助
を。上りは前向き、下り
は後ろ向きで移動。

肢体の不自由な方
不便なことがあっても
自分から言い出せない
ことがあるので、頻繁
に明るく声をかけ、孤
立感や不安を感じさせ
ないようにしましょ
う。緊急の
ときは、おぶ
って避難し
ます。

高齢者
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過去の
災害から
学ぶ

■ ふたつの大震災からみる犠牲者の特性
■ 東日本大震災と阪神・淡路大震災の男女別年齢別犠牲者数
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東日本大震災（岩手県・宮城県・福島県）
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60歳代以上の
犠牲者が

約6～7割を
占める

気象・防災情報等の入手先
降雨予測、レーダー雨量、土砂災害警戒情報等に気を配り、想定される被害を常に考えて行動することが大切です。
テレビ・ラジオ（NHK等）の他、以下の方法で情報を収集することが出来ます。

iPhoneの方はこちら

で手に入れよう

Androidの方はこちら

多治見市
防災アプリ

FMピピ

おりべチャンネル

多治見市
緊急メール

テレホンガイド
防災無線

地デジ 12ch に合わせて、リモコンの
ｄボタンを押すと防災情報やお天気
情報を見ることが出来ます。

防災行政無線で放送する気象情報、
避難勧告等を登録した携帯電話又は
パソコンにメールでお知らせします。

防災行政無線の放送内容を聞くこと
ができます。

気象情報、防災行政無線の放送
内容を聞くことができます。

周波数 76.3MHz 0120-311714
フリーダイヤル さ い が い な い よ

FreeDial

岐阜県
総合情報
ポータル

気象情報
全般

●岐阜県川の防災情報

●土砂災害警戒情報ポータル

http://alert.sabo.pref.gifu.lg.jp/mobile/
https://alert.sabo.pref.gifu.lg.jp/

https://www.kasen.pref.gifu.lg.jp/h/ （携帯版）

（携帯版）

https://www.kasen.pref.gifu.lg.jp/

降雨の
予想

●国土交通省川の防災情報（レーダー雨量）

雨域と移動履歴
を確認可能

https://www.river.go.jp/
https://www.river.go.jp/portal/

（携帯版）

●岐阜県地方気象台
http://www.jma-net.go.jp/gifu/



　災害から命を守り安心して暮らしていくためには、地域ぐるみの支え合いが必要です。個別
避難計画の作成を通じて、避難行動要支援者と地域住民、地域住民同士の「つながり」を深め
ていきます。避難行動要支援者

（4）平　時  日常の声掛け等の見守り、
　　　　　  避難訓練実施  など
　　災害時  避難行動に関する支援  など

※入院中、施設入所中の方は除きます。
※災害時には人命の保護を優先し、不同意の方の
　情報も含めた名簿情報が避難支援等関係者に
　提供されます。

※名簿情報は、自治会、自主防災組織、民生児童委員、警察署、消防本部などの避難支援等関係者に
　提供されます。

※避難行動要支援者名簿や個別避難計画は、避難支援を保証するものではありません。避難行動要支
　援者ご自身でも日頃から災害に備えておくことが必要です。

（3）同意した方の名簿の提供

(4) 

支
援

■ 避難行動要支援者名簿の登録対象者
要介護認定３・４・５の方
６５歳以上のみの世帯に属する方のうち
ア．要介護認定１又は２の方
イ．要支援認定の方
身体障害者手帳をお持ちで内部障害１～４級の方
療育手帳をお持ちの方
精神障害者保健福祉手帳１・２級をお持ちの方
指定難病の医療受給者証の交付を受けている方
①～⑦以外で避難支援を要すると市長が認めた者

身体障害者手帳をお持ちで以下の等級の方
障害の種別

肢
体
不
自
由

等級
１、２
２
１、２
１、２
１、２、３
１、２
１、２、３

≪個別避難計画≫

災害時の避難支援のために避難行動要支援者名簿を作成しています

　本市では避難行動要支援者の名簿を作成し、ご本人の同意を得た方の情報を避難支援等関
係者に提供しています。災害時の避難支援活動のほか、日常の防災活動や見守り活動に活用
していただいています。

避難支援の実効性を高めるため個別避難計画の作成に取り組んでいます

　令和３年に災害対策基本法が改正され、避難行動要支援者ごとの個別具体的な避難計画の作
成が市町村の努力義務とされました。実際に災害が起こった際、避難支援が行われやすくする
ため、本市では、災害時に避難支援を行っていただける可能性が高い地域住民や民生児童委員
等の関係者の皆様のお力をお借りして、個別避難計画の作成に取り組んでいます。

　個別避難計画は、避難行動要支援者名簿に登録されている全ての方について作成します
が、その中でも、災害によって被害を受ける可能性の高い方の計画は特に速やかに作成し
なければなりません。したがって、まずは市内の浸水想定区域や土砂災害警戒区域にお住
いの方の計画作成を優先的に進めています。

◉ 個別避難計画の作成対象者 ◉

　作成した個別避難計画は、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者等に提
供されます。なお個別避難計画の提供を受けた方には秘密保持義務が課されます。

◉ 個別避難計画情報の提供 ◉

（1）名簿情報の提供についての意向調査

（2）届出
◆対象者①～③
（要介護、視覚障害、聴覚障害、肢体不自由など）

名簿情報の提供に同意しない方は、届出が必要です
名簿情報の提供に同意する方は、届出は不要です

◆対象者④～⑧
（内部障害、療育手帳、精神手帳、難病患者など）

名簿情報の提供に同意する方は、届出が必要です
名簿情報の提供に同意しない方は、届出は不要です

避難支援等関係者

①

②

④
⑤
⑥
⑦
⑧

③

視覚障害
聴覚障害
上肢
下肢
体幹
乳幼児期以前の非進行性の
脳病変による運動機能障害

上肢機能
移動機能
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